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横浜市教委当局と事務長が学校
事務職員への人事考課について違
法な介入（事務長による「意見具
申」）を行っている問題で当局は、
意見具申作成に関する研修を行っ
ていないことを明らかにした。
毎年の人事考課に際し、特別支
援学校所属以外の学校事務職員の
考課に対して事務長が「意見具申」
と称する文書を各学校長あてに送
付している。これは２０１７年の
事務長制導入以来行われているが、
横浜市が定めている人事考課の内
規（条例や規則、要領など）には
その定めがない。市教委当局は
「意見具申」を行う根拠について
人事考課実施要領中の一次考課策
定に関するわずか２行、「（一次
考課者は）信頼できる客観的な報
告をもとに考課を作成する」とい
うの記載を挙げるが、もとより実
施要領には事務長意見具申に関す
る規定は無く、当局による説明は
根拠に乏しいことは明白だ。
加えて今回明らかになったのは
意見具申を行うにあたり市教委が
（考課者には毎年行われる）研修
を一切行っていなかったという事
実だ。本来、人事考課に携わる者
に対して行われるべき研修さえな

く、根拠もなく事務長を学校事務
職員の人事考課に関与させている
ことについて市教委はもはや説明
不能の状況だ。
６月１６日に組合に対して行っ

た釈明では「意見具申は人事考課
の一環ではなく人事考課に向けた

作業」「事務長には１１月に出す
通知で概要を周知しているので研
修は不要」などと強弁し、今後も
事務長意見具申を続ける方針を示
した。
だが、当該の通知には意見具申

事務長意見具申作成依頼文。対象事務職員が「発揮した能力」などに
ついて所見を求めている。

（二面へ）

事務長「意見具申」やりたい放題！
研修も無しに人事考課へ介入
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任
せると丸投げの違いは何だろうか。トレーナー
を経て思うのは、責任の所在が違う。依頼し
た側が責任を負うのが任せるで、そうでない

のが丸投げだ。「それは初任者担当の業務なので」と
関わろうとしないなら、それはトレーナーの丸投げで
ある。同様に「初任者育成はトレーナーにやらせてお
けばいい」という市教委(特に職員課)の姿勢も丸投げだ。
依頼した側が伴走しているかどうかも、任せると丸

投げで異なる点だ。依頼した業務が順調に進んでいるのか滞っ
ているのかを確認しているかどうかは大違いだ。この点におい
ても、市教委はトレーナーに丸投げだ。初任者が何をできるよ
うになって、何はまだできないのかを知ろうともしない(アリバ
イ作りのための育成計画書提出に関してだけは口煩いが)。
こんなコラムを書き続けているおかげか、トレーナーでなくなっ
た今も色んな方面から初任者ネタが入ってくる。どうやら今年
は、採用３年目のトレーナーや育短のトレーナーがいるようだ。
ポストが空く複数配置校にしか初任者を配属させられないのだ
から、そういうことも起こりうるのだろう。だからこそ丸投げ
ではなく任せる制度になるように市教委が考えるべきだ。（T)

組合員の所属校の話である。２
０２５年度、その学校は水泳の授
業を各学年１回しか行うことがで
きなかった。理由としては、あま
りの暑さにより熱中症の危険があ
ることから水泳の授業を実施でき
なかった日が何度もあったこと、
そして水泳実施期間の半ばでプー
ルの排水バルブが破損してしまっ
た事によるものである。これによ
り前述のように水泳の授業を各学
年１回しか行えないという結果と
なった訳だ。２０２５年度、学校
側が把握できる範囲でプールにか
かった費用は水道代、薬品代、施
設修繕料等あわせて２００万円以
上になる（市教委側で行う点検等
の委託費用も考えたらさらに費用
はかかっているはずだ）。２００

万円以上の予算を使い、更に職員
はプールの水道の締め忘れを起こ
さないよう神経をすり減らす、そ
れで各学年１シーズン１回しか水
泳の授業を実施できない…あまり
にも費用対効果が悪いのではない
か。近年、学校の水泳の授業にお
いて民間の室内プールを利用する
自治体が増えていると聞く。それ
であれば職員はプールの水道につ
いて神経をすり減らす必要は無く、
気温にも左右されず、季節関係無
く水泳の授業を実施することがで
きる。（勿論、横浜市教委当局も
検討はしていると思われるが）横
浜市の場合、校数の多さや適した
施設の確保等で即、全校実施は難
しいであろう。それでも段階的に
民間室内プールへの移行は進めて
いくべきである。少子化・人的リ
ソースの減少が叫ばれている今の
時代、学校がそれぞれプールを管
理する必要性は無い。
ちなみに何故日本の学校にはプー
ルがあるのか？１９５５年年７月
に発生した橋北中学校水難事件
（中学校の女子生徒36名が海岸で
の水泳訓練中に犠牲となった事故）
がきっかけとされるそうだ。これ
らの事件が社会に与えた影響は大
きく、学校へのプールの設置に繋
がったという。確かに学校におけ
る水泳学習は重要だが、７０年以
上経過した今、各校にプールを設
置する必要はやはり無い。むしろ
民間室内プールを使用したほうが
子どもたちへの水泳学習の機会を
増やすことができ、より子どもた
ちへの安全に繋がるだろう。

作成にあたって「実施要領を確認
すること」などとしか書かれてお
らず、具体の作成方法や注意点は
明記されていない。わずかA４判の
通知一枚のみで事務長が「意見具
申」できるとは到底思われない。
事務長はその職務を「校長の命

を受け、当該小中学校等及び特別
支援学校の事務を処理」すること
とされている（市立学校事務職員
等に関する規則）。規則上、事務
長が所属校の業務でもない他の学
校で行われる人事考課にかかわこ
とはできず、「意見具申」は公正
な人事考課の運用をゆがめている。
また、事務長はその約８割が横

浜市教職員組合（浜教組）の組合
員で占められている。極めて異常
な占有率であることは明らかであ
るにもかかわらず、こうした無秩
序な状態で人事情報が特定組織に
漏洩している（させている）可能
性さえ危惧される。違法な事務長
の「意見具申」を市教委は速やか
に廃止すべきである。
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（一面から）
岐路に立つ水泳授業

学校プールの在り方は？？


